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2009年 2月 2日 にいただきました 「一般用医薬品のネット販売に関する再質問書」
につきまして、下記のとおり回答させていただきます。

記



1.ネ ット署名について

質問に対する前回の当社の回答の中でも言及しましたが、今までに集まつた署名数

(楽天とヤフーの両社で累計 30万件超 (速報値))からも分かるように、一般用医薬
品の通信販売は、生活に深く根ざした必要不可欠な手段となつており、一般用医薬品

の通信販売が大幅に制限された場合には、国民の健康維持の観点から非常に大きな問

題があると考えます。このような声を行政に届けることは非常に重要と考え、署名活

動を行つているところです。ご理解を賜りたく何卒宜しくお願いいたします。

なお、再質問事項の前に記載されているご見解について、下記のとおり、当社の見

解等を簡単に述べさせていただきます。

(2及び 3について)
。ご指摘の事例については、通信販売及び店頭双方で大量購入を行つており、医薬品の

用法・用量などを大幅に逸脱した目的外利用であることから、対面販売でないことを

「起因とする」、医薬品の副作用により発生する健康被害の問題ではないと考えます。

したがつて、署名活動が不当であるとのご主張はあたらないと考えます。

(4について)
。一般用医薬品の通信販売継続を求める趣旨の署名募集であることを案内しています。

また、誤つて署名された場合には、ご連絡をいただければ削除する対応をしておりま

す 。

2.再質問事項について

(1)再質問 1について

現時点のパ トロールでは、表示内容の確認を行つています。

(2)再質問 2について

東京都からの各インターネット企業に向けた連絡を契機として契約解除としたこと

があるほか、上記パ トロールに基づく表示内容の改善指導を行つています。また、店

舗横断的な対応が行われた例としては、目的外使用が行われた特定の鎮静剤につき販

売中止を要請したことがあるほか、自殺に使われやすいとの報道がされた商品につき

使用目的の確認を促す注意喚起等をしております。

(3)再質問 3について

ご指摘の事例は、医薬品の用法・用量などを大幅に逸脱した目的外利用であり、医

薬品の副作用により発生する健康被害の問題とは明らかに違います。一方、個数制限

の依頼がされていた医薬品につき制限をしないで販売をしてしまったことに対しては、



安全な販売環境の整備を図る必要があり、当該事例に関わる特定の鎮静剤の販売中止

を出店店舗に要請したものです。

(4)再質問 4について

今回の改正薬事法の趣旨は専門家による適切な情報提供を主眼としていますので、そ

の趣旨も踏まえ、年齢確認が必要な医薬品については、年齢を確認する等が必要である

と考えます。 したがいまして、通信販売においても所要の対応を行つていきます。

通信販売継続を可能とするための安全な販売環境の整備に向けて、業界内でルール整備

等を議論しているところです。本 日、厚生労働大臣が検討会の設置を公表されました。規

制の根拠を対面か対面ではないかといった形式的な基準に求めるのではなく、科学的・合

理的な根拠を裏づけとして、通信販売その他の販売方法を問わず、全ての販売経路で実質

的に安全な販売体制を確立するという視点に立った検討が当該検討会で行われるべきと考

えます。当社は、当該検討会の場に参画するとともに、建設的な国民的議論に積極的に関

与していく所存です。

以   上


